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〈今治法人会のご案内〉

１、公益目的事業

　どなたでも参加できますが、参加費用が必要な場合があります。

　具体的には認定された次の事業を実施します。

（１）税知識の普及を目的とする事業

（２）納税意識の高揚を目的とする事業

（３）税制及び税務に関する調査研究並びに提言に関する事業

（４）地域企業の健全な発展に資する事業

（５）地域社会への貢献を目的とする事業

２、共益事業
公益目的事業以外の会員限定の事業も実施しています。

事業によっては参加費が必要な場合があります。会員になると様々な特典があります。

（１）会員の交流に資するための事業

（２）会員の福利厚生等に資する事業

今治法人会の事業

［法人会の会員］

法人会は税のオピニオンリーダーとして
企業の発展を支援し
地域の振興に寄与し

国と社会の繁栄に貢献する
経営者の団体である

〈法人会の理念〉

今治法人会は平成25年４月１日に新法による
公益社団法人となり、本年度は８年目を迎えました。

　私たちの活動は、今治税務署管内の法人会員、並びに会の目的と事業を賛助するために入会された法人

の事務所・個人会員の方に支えられています。

　又、全国には440の単位法人会があり、80万社の法人企業が加入しています。それぞれの法人会が地域
に欠かせない団体として様々な活動を行っております。

　今治法人会では、会員の皆様の会費及び公益財団法人全国法人会連合会からの助成金等、会員の皆様の

ご支援金により運営を行っており、下記の公益認定事業等を実施しています。

　令和２年３月末の会員数は1534社です。１社でも多く会員になっていただくことが最終、法人会の事業
目的を達成することに繋がるとして、地域の未加入法人に対する会員勧奨を推進しております。

今治法人会は公益法人認定法に掲げる23の事業の中から、下記の事業を行うことを申請し公益認定を受け
実施しています。

　①　国政の健全な運営の確保に資することを目的とする事業

　②　地域社会の健全な発展を目的とする事業

正 会 員 今治税務署管内〈越智郡上島町及び今治市〉に所在する法人で、本会の目的及び事業に賛同して入
会した者

賛助会員 本会の事業を賛助するために入会した法人の事業所または個人の方
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〈研修会〉

〈決算期別研修会〉
決算期の留意事項や税法および通達
などの改正についての研修会です。
経営や税務に関する最新の情報をお
伝えし、有益な資料をお渡ししてい
ます。
講師は今治税務署法人課税部門担当
官の方です。

本年度の開催日予定

令和２．６．４（木） 中止

　 ８．４（火） 終了

　 11．４（水）

令和３．１．27（水）

８月配布済
「わかりやすい！会社の決算・申告の実務」
　　決算調整と申告実務の手引き

〈新設法人研修会〉
会社等を設立されて間もない経営者の皆
様を対象に事業の開始に際しての法人税
務上の留意点等について説明します。

日　時　１月27日（水）
　　　　15：30 ～ 16：30
場　所　今治商工会館　３階研修室
　　　　　　（今治市旭町2-3-20）
講　師　今治税務署法人課税部門担当官

〈青年部会・女性部会主催　税務研修会〉１月予定

〈経理担当者養成講座（初級）〉
経理（実務）担当者のための１日でマスター日常会計
経理（実務）担当者の日常業務及び決算業務の処理に関
して必要不可欠な知識をわかりやすく解説していただき
ます。日常業務について、あらためて正確な知識を学び
たい総務･経理･管理部門の皆様にも受講いただきたい内
容です。

日時　　11月11日（水）　13：30 ～ 16：30
場所　　今治商工会館 ３階研修室（今治市旭町2-3-20）
講師　　税理士　嶋村和宏　氏
定員　　30名（先着順）
受講料　会員：無料　　非会員：￥8,000

〈経理担当者養成講座（中級）〉　11月予定

＊やむを得ない事情により、日時・会場が変更になる場合があります。
＊お問い合わせ　公益社団法人今治法人会（TEL 0898-31-8191）

今治法人会では企業経営に役立つ資料・冊子を無料で配布しています。ぜひご活用下さい

※今治法人会事務局に
若干在庫あります

これからの配布予定

10月　「源泉所得税　実務のポイント」
源泉徴収の仕組みや実務上よくある項目の解説

「令和２年分からの新しい年末調整実務」
年末調整実務に影響する主要改正事項

「税務＆金融＆給付金ガイド」
中小企業経営者のためのコロナ禍を生き抜くために

１月　「会社役員のための確定申告」
会社役員の確定申告や会社・役員間取引と税金に
ついての解説

無料

無料

令和２年度後期の予定 （順次ホームページでお知らせします http://hojinkai.zenkokuhojinkai.or.jp/imabari/）
☆新型コロナウイルス感染症の感染予防及び拡散防止の対策を講じた上で開催いたします

税について理解を深め　仕事に生かしましょう！



3

〈年末調整説明会〉

お問い合わせは

　公益社団法人今治法人会（TEL 0898-31-8191）

※駐車場は各自で手配願います。

※同封の申込書にてお申し込み下さい。

日時　令和２年11月５日（木）　９：30～ 11：00
　　　　　　　11月６日（金）　９：30～ 11：00
　　　　　　　11月６日（金）　13：30 ～ 15：00
　　　　　　　３回開催いたします（内容は同じです）。

場所　今治商工会館 ３階研修室（今治市旭町2-3-20）
講師　今治税務署担当官
定員　各回40名（先着順）

　税務行政につきましては、日頃からご協力をいただき厚くお礼申し上げます。
　税務署では、今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止及び参加される皆様の安全を
考慮し、例年実施しておりました年末調整説明会の開催を中止させていただくことといたしま
した。
　ご不便をおかけいたしますが、ご理解いただきますようお願いいたします。
　なお、年末調整に関する各種情報につきましては、国税庁ホームページに年末調整特集ペー
ジの掲載を行うこととしておりますので、そちらをご覧いただきますようお願いいたします。

【税務署からのお知らせ】
「令和２年分年末調整説明会開催中止のお知らせ」

今治税務署管内 児童･生徒の 税に関する作品展 を開催します。

日　時 11月11日（水）〜17日（火）
場　所 イオンモール今治新都市　２階イオンホール

お知らせ

経営者・実務担当者の皆さん！

本年度も

を開催いたします。
年末調整事務等の疑問・質問…まとめて解決のお手伝いをします。

「今治法人会の年末調整説明会」

無料

尚、例年説明会会場にてご紹介
しておりました
「年末調整のしかた」
（（一財）大蔵財務協会）を
販売する予定です。
（販売価格 2,000円）
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〈今治歴史散歩〉

今治の埋もれた、魅力ある歴史文化を紹介するコーナーです。第28回は、今治市内

に現存する二つの和式灯台に光を当てながら、設置背景にあった塩田史・海運史を

歴史散歩したいと思います。

●波止浜港の石造灯明台
　波止浜の地に、伊予国最初の本格的な入

いりはま

浜塩田が誕生するのは

天和３（1683）年のことで、港町も同時に整備されました。逐

次増築を重ねた塩田は、幕末頃には42軒
けん

60余haの全国有数の規

模となります。

　高品質の塩産地で知られたことで、波止浜港は塩買船や煎
せん

熬
ごう

（釜

焚き）燃料積載船らの寄港で賑わいました。ここに松山藩が出入

船舶の監視で船番所を設置するのが元禄16（1703）年のことで

した。寄港船籍は伊予国以外が多く、まさに外貨を稼ぐ〝伊予の

小長崎〟だったようです。

　江戸後期になると、瀬戸内海沿岸に入浜塩田が増え、過剰生産

による塩価の下落で産地は不況に苦しみます。この打開策として

製塩技術の改良が進み、産地どうしの生産調整も図られました。

また、塩買船が安全に寄港できるよう、港

湾整備に力を注ぐ産地もありました。

　嘉永５（1852）年12月、松山藩は年来

の塩田懸案事項を解決し、技術改良にとも

なう増産で功績のあった５名へ、金
きん

子
す

の褒

美を与えています。その５名は、大澤常右

衛門以下、村山権次郎・長野助一郎・升屋

友蔵・濱田屋長七ら波止浜の自治にたずさ

わる浜庄屋・町年寄らでした。

　彼らの名は、嘉永２（1849）年10月に

船番所前に建立された石造灯明台にも刻

まれ、功労の一つが夜間寄港の安全に重要

な灯明台の寄進だったことがうかがえま

す。当時、それが波止浜のランドマークタ

第28回　波止浜港・波方港の灯
とうみょうだい

明台

今治歴史散歩

波止浜港の石造灯明台（渡し場）
※篤志家の世話で、令和元年
12月から夜間点灯中

幕末頃の波止浜港を描いた絵馬（横田芳水画／龍神社所蔵）
※石造灯明台（左下）、円蔵寺境内（中央上）

大　成　経　凡
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ワーだったことを物語るように、龍神社所蔵の「波止浜龍神社遷
せんぐう

宮祭礼絵馬」（慶応３（1867）年作／今治市

指定文化財）にも描かれています。形状は花
か

崗
こう

岩
がん

の切石を積み重ねた灯籠型で、現状の高さは約６ｍあります。

銘文に刻まれた金毘羅大権現には、海上の航海安全祈願が込められています。

　この灯明台の点灯期間は定かでなく、明治35（1902）年５月に円蔵寺前の海岸を埋め立てた際、現在地に

移設されました。この費用は、升屋友蔵の子・八木亀三郎と濱田屋長七の孫・矢野嘉太郎の２人が工面します。

埋立地には明治41（1908）年に大蔵省坂出地方専売局波止浜出張所の庁舎・塩収納倉庫が設けられ、地続き

となった大浦地区には塩田を１軒廃止して波止浜船
せん

渠
きょ

㈱（現、㈱新来島波止浜どっく）が設けられました。

●波方港の煉
れん
瓦
が
造
ぞう
灯明台

　波方地域で海運業が盛んになるのは、明治後期以降のこと

です。同地域最初の船主同業者組合「波
は

方
がた

廻船組合」（現、波

方船舶協同組合）の設立が明治30（1897）年３月のことで、

これは前年12月に築造した港防波堤が契機となっています。

　明治38（1905）年に塩専売法が施行されると、国内塩業保

護の目的で全国の塩田整理が進みます。この結果、生産性の

高い瀬戸内海に塩田が集中し、その面積は国内の９割を占め

るようになります。当時、塩田で用いる煎熬燃料は石炭でし

た。この時流に乗り、波方船主の石炭船挑戦が増えたようです。

『波方海運史』によると、明治44（1911）年の波方廻船組合加

入の石炭船は25隻ほど（すべて木造帆船、60 ～ 170ｔ）あり、

当時は山口県宇部が主な石炭の積み地だったようです。

　波方廻船組合では、大正２（1913）年に波方港防波堤の増

築工事を行いますが、これと連動した航路標識の設置計画も

あったようです。明治45（1912）年４月24日付の海南新聞な

どによると、波方港沖の岩礁（年越磯か）の座礁事故防止で、

船主40名の篤志による灯台建設計画が持ち上がっています。一間（約1.8ｍ）の台石の上に一間半の煉瓦を積

み上げ、これを同磯へ設置するというものでした。

　しかしどういうわけか、これが玉
たも

生
う

八幡神社前の海岸に設置されることになりました。古老によれば、「波

方船主が同社境内の金刀比羅宮へ献灯したもので、昭和初年の海図には航路標識として記されていた」と。も

とは砂浜の上にありましたが、昭和30年代

のフェリー桟橋の工事で台石は地中に隠れ

ました。さらに平成17（2005）年の県道拡

幅工事で神社境内へ移設され、このとき花

崗岩の台石が出現しました。

　大正２～３年に築かれた同社玉垣には、

船主名・船名を刻むものが多く確認できま

す。灯明台も同時期の建立と思われ、赤煉

瓦であるのは、本来は岩礁に設置する私設

の灯標であったからでしょう。この灯明台

設置から間もなくして、大正４（1914）年

に波方船主らは組合名を「波
は

方
がた

帆船組合」（31

隻）に改称しています。

大正３年の船主寄進玉垣（玉生八幡神社境内）

玉生八幡神社の煉瓦造灯明台
（もとは境内外の海岸にあった）
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〈税務署からのお知らせ〉
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〈税務署からのお知らせ〉
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〈税務署からのお知らせ〉
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〈愛媛県からのお知らせ〉

徴収猶予 の 「特例制度」
※ 令和2年2月1日から同3年2月1日までに納期限が到来する地方税を対象としています
※ 無担保で延滞金もかかりません

新型コロナウイルスの影響により納税が困難な方へ

★　以下①②のいずれも満たす納税者・特別徴収義務者（個人法人の別、規模は問わず）が対象と
なります。

①　新型コロナウイルスの影響により、令和２年２月以降の任意の期間（１か月以上）において、
事業等に係る収入が前年同期に比べて概ね20％以上減少している方

②　一時に納付し、又は納入を行うことが困難である方

（注)「一時に納付し、又は納入を行うことが困難」かの判断については、少なくとも向こう半年間の事
業資金を考慮に入れるなど、申請される方の置かれた状況に配慮し適切に対応します。

対象となる方

★　令和２年２月１日から同３年２月１日までに納期限が到来する個人住民税、自動車税種別割、
地方法人二税、個人事業税など（証紙徴収の方法で納めるものを除く）が対象になります。

対象となる地方税

★　法定納期限（納期限が延長された場合は延長後の期限）までに申請が必要です。
★　申請書のほか、収入や現預金の状況が分かる資料を提出していただきますが、提出が難しい場

合は口頭によりおうかがいします。
★　郵送やお電話での申請も可能ですので、各担当窓口にご相談ください。
★　ｅLTAXによる電子申請も利用できます。

申請手続きなど

【市町村税に係るお問合先】
　★ お住まいになられる市町村税務担当窓口にお問い合わせください。

【県税に係るお問合先】
機　関　名 郵便番号 住　　　所 電話番号

東予地方局税務管理課 〒793-8516 西条市喜多川796番地１ （代）0897-56-1300

今治支局税務室 〒794-8502 今治市旭町１丁目４番地９ （代）0898-23-2500

中予地方局税務管理課 〒790-8502 松山市北持田町132番地 089-909-8753

南予地方局税務課 〒798-8511 宇和島市天神町７番１号 （代）0895-22-5211

八幡浜支局税務室 〒796-0048 八幡浜市北浜１丁目３番37号 （代）0894-22-4111

○　新型コロナウイルスの影響により事業等に係る収入に相当の減少があった方は、
最大１年間、地方税の徴収の猶予を受けることができます。

○　担保の提供は不要です。延滞金もかかりません。

（注）猶予期間内における途中での納付や分割納付など、事業の状況に応じて計画的に納付していただ
くことも可能です。
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Ｑ：申請にあたり、申請書以外にどのような書類の提出が必要ですか？

○　今回の徴収の猶予（特例）の申請にあたり、申請書のほか、新型コロナウイルス感染症の
影響により、令和２年２月以降の任意の期間（１か月以上）において、収入が前年同期に比
べて概ね20％以上減少し、一時に納付、又は納入を行うことが困難であることを示す書類等
を提出していただく必要があります。

○　収入や現預金等を確認させていただく書類としては、売上帳、現金出納帳、給与明細、預
金通帳のコピー等が例に挙げられます。

○　これらの提出が困難な場合は、口頭により確認させていただく場合もありますが、可能な
限り書類の提出をお願いします。

Ｑ：申請手続きはいつまでに行えばよいのですか？

○　法定納期限（納期限が延長された場合は、延長後の期限）までに申請が必要です。
○　今回の申請については、期限内の申請が原則となりますが、ご本人が、新型コロナウイル

ス感染症にり患したなどのやむを得ない理由がある場合には、担当者に相談してください。

Ｑ：事業等に係る収入とはどのような収入ですか？

○　「事業等に係る収入」とは、法人の収入（売上高）のほか、個人の方の経常的な収入（事業
の売上、給与収入、不動産賃料収入等）を指しています。

○　ただし、個人の方の「一時所得」などについては、通常、新型コロナウイルスの影響によ
り減少するものではないと考えられますので、「事業等に係る収入」には含まれません。

Ｑ：口座振替で納税しているのですが、徴収猶予を申請したいのですが、どうすればよいですか？

○　口座振替の停止については、申請者の方と金融機関等との調整が必要となりますので、担
当者と事前に相談を行ってください。

Ｑ：混雑を避けるため、電話での相談及び郵送による申請は可能ですか？

○　電話での相談やeLTAX、郵送による申請も可能です。ただし、申請書の不備等を避けるため、
事前に担当者にご相談ください。

Ｑ：徴収の猶予期間中の分割納付は可能ですか？

○　徴収の猶予期間内において途中での納付や分割納付を行うことができますので、担当者に
ご相談ください。

詳しくは、最寄りの地方局・支局税務担当課、各市町税務担当課にご相談ください。
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〈今治市からのお知らせ〉

法人市民税の内訳

法人市民税には法人税割と均等割があります。

法人市民税の税率

＊法人税割
平成28年度税制改正により法人税割の税率が変更になります。
8 . 4％→令和元年10月１日以降に開始する事業年度から適用されます。
注：（令和元年９月30日以前に開始する事業年度については、従前の12. 1%です）

法人市民税額 ＝ ＋法人税割額 均等割額

＊均等割

法人等の区分

今治市法人市民税について

資本金等の金額
年　　　額

市内従業者数 税率（制限税率）

50億円を超える法人等
50人超 9号法人

3,600,000

50人以下 7号法人
492,000

10億円を超え50億円以下の法人等
50人超 8号法人

2,100,000

50人以下 7号法人
492,000

１億円を超え10億円以下の法人等
50人超 6号法人

480,000

50人以下 5号法人
192,000

１千万円を超え１億円以下の法人等
50人超 4号法人

180,000

50人以下 3号法人
156,000

１千万円以下の法人等
50人超 2号法人

144,000

50人以下 1号法人
60,000
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納税義務者について

法人市民税の区分

法人の設立・設置・異動等に関する届出について

　【法人設立（設置）届】・・・市内に法人等を設立（設置）した場合に提出してください。

　　 提出期限・・・異動から２か月以内

　　 添付書類・・・登記簿謄本・定款（添付書類はコピー可）

　【法人等の異動届出書】・・・法人等に変更事項があった場合に提出してください。

　　 提出期限・・・異動から２か月以内

　　 添付書類（添付書類はコピー可）

エルタックスでの申告について

エルタックス利用環境について
＊ ８時30分から24時までご利用いただけます。（土日祝日、年末年始を除く）
＊ 利用届出（新規）を提出後、利用者ＩＤと仮暗証番号を用いて、直ちに電子申告を利用できます。

詳細については、エルタックスのＨＰ（https://www.eltax.lta.go.jp/）をご覧ください。

問合せ先

　　〒794-8511　今治市別宮町一丁目４番地１
　　　　　　　　　今治市役所市民税課　☎ 0898-36-1510　 FAX 0898-32-5211(代)
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｅメール　siminzei@imabari-city.jp

納税義務がある法人等
法人市民税の区分

均等割 法人税割

ア 市内に事務所又は事業所がある法人 課税 課税

イ 市内に事務所等はないが、寮等のみがある法人 課税 非課税

ウ
市内に事務所又は事業所がある公益法人等や法人でない社団等で
収益事業を行うもの

課税 課税

エ
市内に事務所又は事業所がある公益法人等で収益事業を行わない
もの

課税 非課税

本店所在地・商号・代表者等の変更や解
散・清算など登記事項を変更したとき

登記簿謄本

事業年度を変更したとき 定款又は総会議事録

合併したとき 登記簿謄本・合併契約書

連結納税の承認又は取消のあったとき
承認通知書・税務署への届出書のコピー・グ
ループ一覧表・グループ関係図、又は取消通
知書
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